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事務執行概要
財務グループ

　福利課を除く室内の予算執行、一般庶務及び教職員人件費予算の執行、義務教育費国庫負担金の収入に関する事務、そのほか他のグループに属さない事項の適正な執行に努めた。

１　教職員人件費予算に関する事務

(1) 予算編成

　　　市町村立の小学校・中学校・高等学校及び特別支援学校の教職員並びに府立の高等学校及び支援学校の教職員に対する人件費予算を編成した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	教職員人事費(退職手当)
	32,563,199,000　
	　35,614,389,000
	　36,092,886,000

	小学校費
	137,408,736,000　
	　135,435,639,000
	　134,472,198,000

	中学校費
	79,810,064,000　
	　79,600,496,000
	　80,920,630,000

	高等学校費
	77,715,852,000　
	　79,669,258,000
	　82,962,045,000

	特別支援学校費
	43,765,028,000　
	　43,362,377,000
	　43,590,984,000

	　　　合　　　計　　
	371,262,879,000 
	 373,682,159,000
	378,038,743,000


· 各学校費は報酬、給料、職員手当、共済費の計。

(2) 予算の配当及び執行管理
　　　教職員の人件費について、学校総務サービス課への予算所属替を行い、執行管理を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　○根拠法令

　　地方自治法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方財政法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村立学校職員給与負担法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　府費負担教職員の人事行政事務に係る事務処理の特例に

関する条例
２　義務教育費国庫負担金に関する事務

国庫負担金の受入

義務教育費国庫負担金は義務教育の重要性に鑑み教育の機会均等及びその水準の維持向上を図るため、国が義務教育に必要な経費（給与費）の原則３分の１を負担することになっており、その交付状況は次のとおりである。

	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	平成30年度精算交付額
	平成29年度精算交付額
	平成28年度精算交付額

	30,459,481円
	0円
	1,688,452,215円

	―
	―
	平成25年度追加交付額

	―
	―
	3,376,992円

	令和元年度概算交付額
	平成30年度概算交付額
	平成29年度概算交付額

	63,039,734,894円
	62,305,259,733円
	61,840,023,523円


○根拠法令　　義務教育費国庫負担法

３　在外教育施設派遣教員委託費の受入

在外教育施設における教員確保と教育指導の充実を図るため文部科学省が行う教員派遣事業に教員を派遣した都道府県に交付される下記委託費を受け入れた。

	令和元年度委託額
	平成30年度委託額
	平成29年度委託額

	465,670,865円　
	480,894,718円
	530,444,360円


４　青年海外協力隊派遣費の受入

　　政府開発援助事業の一環として独立行政法人国際協力機構が行う開発途上国へのボランティア派遣事業に教員を派遣した都道府県に支払われる下記人件費補てん金を受け入れた。
	令和元年度補てん金
	平成30年度補てん金
	平成29年度補てん金

	11,775,160円
	12,661,158円
	　14,221,224円


５　給与制度に関する調査研究

　　国及び主要府県の教職員の給与制度、運用等に関する調査並びに本府教職員の給与制度検討資料を作成した。

６　給与諸基準の改正等

　　給与諸基準の改正にあたり、その原案の作成事務及び各任命権者、人事委員会等との連絡調整を行った。

○改正された主な給与諸基準
職員の給与に関する条例

職員の管理職手当の特例に関する条例

職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例
職員の給料に関する規則

職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則

職員の義務教育等教員特別手当に関する規則
府立学校技能労務職員の給与に関する規則
企画グループ
１　教職員の勤務条件について

　　教職員の勤務時間、休日、休暇等について

　　　府立学校の教職員にあっては校長・准校長、市町村立学校の教職員にあっては市町村教育委員会を通じて、周知を図るとともに指導した。

○根拠法令

　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法

　　　　　　　　　　　　　　地方教育行政の組織及び運営に関する法律

　　　　　　　　　　　　　　教育公務員特例法

　　　　　　　　　　　　　　地方公務員の育児休業等に関する法律

公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法

　　　　　　　　　　　　　　職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例

２　教職員の評価・育成システムの実施

　　全ての教職員を対象に規則に基づき教職員の評価・育成システムを実施した。

○根拠法令

地方公務員法

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

大阪府職員基本条例
大阪府立学校条例

府費負担教職員の評価・育成システムの実施に関する規則

大阪府立学校の職員の評価・育成システムの実施に関する規則

３　教職員団体について
教職員団体専従休職者数（令和元年5月1日現在）

	府　立　学　校
	市町村立学校※
	計

	　６
	　11
	　17


　　※政令指定都市、豊能地区を除く

○根拠法令

　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法

　　　　　　　　　　　　　　職員団体の登録に関する条例

　　　　　　　　　　　　　　職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例

　　　　　　　　　　　　　　管理職員等の範囲を定める規則

　　　　　　　　　　　　　　職員が職員団体の役員として専ら従事することができる期間の特例に関する規則
免許グループ

１　教育職員免許状の授与等に関する事務

　　教育職員免許状の授与申請等に対し、法令の規定に基づき、次のとおり免許状の授与等を行い、所定の手数料を徴収した。

　　教育職員免許状の授与等の件数及び手数料収入の金額

	区　分
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	
	件数(件)
	金額(円)
	件数(件)
	金額(円)
	件数(件)
	金額(円)

	普通免許状
	15,185
	58,162,000
	15,548
	59,010,900
	15,828
	59,892,800

	臨時免許状
	22
	88,000
	36
	144,000
	19
	76,000

	特別免許状
	11
	61,600
	13
	5,600
	1
	5,600

	書換・再交付
	1,952
	2,229,800
	2,461
	2,799,100
	3,554
	4,127,600

	授与証明
	1,920
	960,000
	3,230
	1,615,000
	3,879
	1,939,500

	計
	19,090
	61,501,400
	21,276
	63,574,600
	23,281
	66,041,500


○根拠法令

教育職員免許法

教育職員免許法施行令
教育職員免許法施行規則

大阪府教育行政事務手数料条例
２　免許法認定講習の開設

　　現職の教員等を対象に、二種免許状所持者が一種免許状を取得するために必要な単位や中学校技術の指導法の単位等を修得させることを目的とし、文部科学大臣の認定を受けて免許法認定講習を開設した。

○根拠法令

教育職員免許法

教育職員免許法施行規則
３　教員免許更新制に関する事務

 (1)　平成21年４月から実施された教員免許更新制に関して、制度周知と理解促進に努めるとともに、免許状更新講習の受講環境の確保について、文部科学省及び大学等と連絡調整を行った。

 (2)　全国の教員免許状情報を統合して運用する教員免許管理システムについて、適正な保守管理等に努めた。

 (3)　更新講習修了確認申請等に対し、法令の規定に基づき、次のとおり更新講習修了確認、修了確認期限の延期、免許状更新講習受講免除の認定等を行い、所定の手数料を徴収した。

　　更新講習修了確認等の件数及び手数料収入の金額
	区　分
	令和元年度
	平成30年度
	平成29年度

	
	件数(件)
	金額(円)
	件数(件)
	金額(円)
	件数(件)
	金額(円)

	修了確認・回復
	12,121
	39,999,300
	9,531
	31,452,300
	7,252
	23,931,600

	延期・延長
	720
	1,440,000
	613
	1,226,000
	429
	858,000

	受講免除
	626
	2,065,800
	1,085
	3,580,500
	769
	2,537,700

	計
	13,467
	43,505,100
	11,229
	36,258,800
	8,450
	27,327,300


　　　　　　　　　　　　　　　○根拠法令　
教育職員免許法

教育職員免許法施行令
教育職員免許法施行規則

免許状更新講習規則

大阪府教育行政事務手数料条例
